
 

 

 

原油、急騰から一転 10%安 米国でガソリン需要不安浮上 

原油価格が急落した。米指標の WTI（ウエスト・テキサス・インターミディエート）原油先物は 4 日、

前日比 6%下落し 1バレル 84 ドル台と 1 カ月ぶりの安値をつけた。これまでの価格急騰が需要の

抑制につながるとの見方が広がった。 

下げ幅は 95 ドル台だった 9月 28日時点から 1割超となった。 

急落の引き金はガソリン在庫の大幅な増加だ。米エネルギー情報局（EIA）は 4日、9月 29日

時点の米国のガソリン在庫が 2億 2698万バレルと前の週から 648万バレル増えたと発表した。 

1週間での増加幅は 22年 1月上旬以来、1年 9 カ月ぶりの大きさだ。20万バレル程度の微増

と見ていた市場の想定を大きく上回り、先行きの需要への不安が高まった。 

在庫と同時に公表となった米ガソリン需要は 9月 29日時点で日量 801万バレルと前年に比べ

15%程度少なかった。夏のドライブシーズンが終わるこの時期は例年需要が減るが、価格が上がっ

ていた今年は 2001年以来の低水準となった。 
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背景にあるのが原油高に伴うガソリン価格の高騰だ。米国の 9月のレギュラーガソリン小売価格は

平均 1 ガロン 3.8 ドル台と 22年末から 2割上昇した。JP モルガンは 4日のリポートで「欧米や新

興国の一部で需要破壊が始まった」と指摘した。 

 

米連邦準備理事会（FRB）による積極利上げなどで米長期金利は 4日に一時 16年ぶりの高

水準となる 4.88%を付けた。エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）の野神隆之氏は「利

上げが消費に効いてきた可能性がある」と話す。 

供給面でも売り材料が浮上する。主要産油国でつくる石油輸出国機構（OPEC）プラスは 4日

に現行の協調減産を維持すると決めたものの、ロシアのノワク副首相は自主減産の見直しを 11月

に検討する考えを示した。 

原油を買い進めていた投機筋の売りも価格下落に拍車をかけた。 



米商品先物取引委員会（CFTC）によると 9月 26日時点の投機筋のWTI先物の買越額は

5週連続で増え、ウクライナ危機で原油相場が急騰した 22年 3月以来の高水準となっていた。 

マーケット・リスク・アドバイザリーの新村直弘共同代表は「運用成績が決まる年末に向けファンドが利

益確定売りを進めている。実需の弱さに投機の売りも重なり、今後は上値が抑えられやすくなる」と

見込む。 
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石油危機 50年、依存リスク再認識を 

50年前の 1973年 10月 6日、アラブとイスラエルの間で第 4次中東戦争が勃発、第 1次石油

危機の引き金となった。原油高騰とアラブ産油国による石油禁輸で、世界がエネルギー安定供給の

危機にさらされ、激震が走った。 

それから半世紀。2022年はウクライナ危機が発生、世界最大のエネルギー輸出国ロシアのエネル

ギー供給が不安定化し、再び世界はエネルギー安定供給を巡る危機を経験することとなった。 

エネルギーのような戦略的重要物資を、特定の供給源に過度に依存することは、深刻な問題を引

き起こすリスク要因である――これが 2 つの危機から学ぶべき教訓である。 

エネルギーとは、ふだんは空気や水のような存在で、価格が安定している時には多くの人は注意を払

わない。しかしひとたび深刻な供給不安が発生すれば、事態は一転する。どの国もどの主体も、自ら

の安定供給確保に奔走し、他者を押しのけてでも供給確保に走る。それがさらに市場の混乱に拍

車をかけ、深刻な危機をもたらす。 
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危機を回避し問題を克服するには、平時から危機対応を進める必要がある。エネルギー自給率を

高め、供給源や輸入源を分散化し、供給相手との関係を強化し、備蓄など緊急時対応能力を整

備する。 

これらは古典的な方策だが、いまでも有効な対策である。また、それを補完する国際協力体制の整

備も忘れてはならない。ゼロサムゲームの争奪戦を回避するために、国際協力は不可欠だからだ。 

ウクライナ危機にいまだ解決の道筋は見えず、軍事衝突は続いているが、国際エネルギー価格につ

いては 22年の著しい高騰に比べ、23年に入ってからは低下した。これ自体は日本のような消費国

にとってありがたい状況である。しかし予断は許されない。 

例えば、原油価格は年半ばには 1バレル 70 ドルを割り込むまで低下したが、その後上昇に転じ、

最近は 90 ドル台を中心とした推移である。年末に向け、世界の石油需要は供給を上回り、需給

が逼迫に向かうと想定される。その中で、価格が 100 ドルを目指すのではないか、との声さえある。 

もちろん原油価格の先行きは不確実性があり、冬場の気温、中国の景気悪化の展開、想定外の

供給支障発生の有無などの影響次第で大きく動く。しかし、重要なポイントは OPEC（石油輸出

国機構）プラスが原油価格下支えのための減産を維持している中、産油国の高値志向が強まって

いるように見える点だ。国際石油市場における OPEC プラス、特にその中心であるサウジアラビアの

影響力が強まり、原油価格が高止まりしやすい状況ともいえる。 



石油危機から 50年、世界は改めてエネルギー安定供給確保の重要性を思い知った。ウクライナ危

機による脱ロシアの取り組み強化により中東の重要性が一層高まり、中東の安定と中東のエネルギ

ー安定確保が日本の、世界の重要課題として復活している。2 つの危機からいま一度教訓を学び、

来るであろう次のエネルギー危機に備え、平時にあって危機を忘れないことを胸に刻まねばならない。 
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出光、ペトロナスと再生航空燃料で連携 原料調達など 

出光興産は 5 日、マレーシア国営石油ペトロナスと再生航空燃料（SAF）のサプライチェーン（供

給網）構築に向けて連携すると発表した。バイオ原料の調達や生産コスト分析などで協力する。 

国際的な燃料規制で SAF の需要は急増している。現在、SAF は廃食油を原料とするものが主流

だが、廃食油の価格が上昇するなどして確保が難しくなっている。出光はポンガミアやジャトロファなど

の植物から SAF を製造する技術の開発を進めており、実用化に向けてペトロナスと調査する。 

出光興産の澤正彦常務執行役員は「当社は SAF の多様な原料探索やマーケティングに取り組ん

でおり、ペトロナスとの協業においてもそれを生かし、さらに発展させていく」とコメントした。 
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https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=5019


 

 

 

中国石化やハネウェル牽引 
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印刷インキ生産・出荷実績前年比 
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